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「少子化等に関する県民意識調査」の結果概要 

(1) 調査の概要 

  ア 調査期日  平成３０年１１月 

  イ 調査地域  鹿児島県内全域 

   ウ 調査対象者 無作為に抽出した県内在住の１８歳以上の男女 

   エ 調査数   ５，０００人（一般４，５００人 大学生５００人）※平成２６年度調査と同数 

  オ 回答数   １，７９４人（回答率３５．９％）※平成２６年度調査では２，００５人（４０．１％） 

 (2) 主な調査結果  

目 標 項 目 現状 

（２６年度） 

調査結果 

（３０年度） 

子育てがしやすくなったと感じる人の割合     ７．６％ ２０．８％ 

予定している子どもの数が２人以上と考える人の割合   ６３．１％ ７４．７％ 

妊娠・出産，子育てに関する医学的・科学的に正しい知識を理解している人の割合（２６年度は調査せず） 

ア 女性の妊娠する力は歳を重ねるにつれて下がっていく － ９４．５％ 

イ 男性も歳を重ねると精子の数が減る － ８４．９％ 

仕事と家庭の両立がしやすくなったと考える人の割合     ９．８％ １５．４％ 

いずれは結婚しようと考える未婚者（４０代まで）の割合   ７０．３％ ６８．５％ 

（参考）いずれは結婚しようと考える未婚者（全体）の割合 ５１．２％ ６６．４％ 

 (3) その他の主な調査結果 

ア 独身でいる理由（複数回答） 

Ⅰ 県民を対象とした調査 

43.5%

13.5%

28.4%

31.4%

15.4%

56.2%

23.9%

20.9%

11.4%

19.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

適当な相手にまだめぐり会わないから

独身の自由さや気楽さを失いたくないから

今は仕事（又は学業）に打ち込みたいから

結婚するにはまだ若すぎるから

結婚する必要性を感じないから

今回調査（平成30年度） 前回調査（平成26年度）
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イ 未婚化・晩婚化が進んでいる原因（複数回答） 

ウ 結婚を希望する人への支援策として重要な施策（複数回答） 

エ 実際の子どもの数が理想とする子どもの数より少ない理由（複数回答） 

50.2%

48.3%

47.0%

24.4%

22.5%

28.9%

60.9%

49.9%

43.9%

28.7%

21.1%

19.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安定した雇用環境を提供すること

夫婦がともに働き続けられるような職場環境の充実

賃金を上げて安定した家計を営めるよう支援すること

出会いの場を提供すること

結婚した方が有利となるような税制とすること

結婚や住宅に対する資金貸与や補助を行うこと

今回調査（平成30年度） 前回調査（平成26年度）

39.8%

11.2%

12.6%

6.2%

15.5%

15.7%

32.9%

12.4%

10.9%

9.4%

9.1%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

収入に対して，子育てや教育にお金がかかりすぎるから

健康上の理由から

ほしいけれどできないから

自分の仕事（学業など）に差し支えるから

高年齢で産むのはいやだから

育児の心理的・肉体的負担に耐えられないから

今回調査（平成30年度） 前回調査（平成26年度）

44.6%

37.8%

45.7%

22.6%

21.0%

34.3%

48.4%

44.4%

31.2%

30.4%

28.8%

24.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

女性の社会進出が盛んになり，女性の経済力がついたから

フリーターなど定職につかず，収入の少ない若者が増えたから

若いうちは趣味や自分のやりたいことを優先したいと考える人が

増えたから

結婚適齢期という考え方について社会の意識が変化したから

都市化が進み男女とも単身で生活しやすい環境になっているから

結婚に魅力を感じないから

今回調査（平成30年度） 前回調査（平成26年度）
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オ 少子化対策の必要性（単数回答） 

カ 子どもを健やかに産み育てるために，国，県，市町村に期待すること（複数回答）

(1) 調査の概要 

  ア 調査期日   平成３０年１１月 

イ 調査対象企業 鹿児島県内の一般企業及び子育て応援企業から県が無作為に抽出 

   ウ 調査数       ２００社（一般企業１００社，子育て応援企業１００社） 

  エ 回答数       ９８社（回答率４９．０％） 

  オ 回答企業の従業員規模の割合                                   

１０人未満 １０～１９人 ２０～２９人 ３０～４９人 ５０～９９人 １００人以上

今回調査（平成 30年度） ７．１％ ８．１％ ９．１％ ２５．５％ ２１．４％ ２８．６％

81.3%

80.6%

2.3%

2.6%

12.2%

9.0%

4.2%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査（平成30年度）

前回調査（平成26年度）

必要である 必要でない わからない 無回答

Ⅱ 県内企業を対象とした調査 

60.2%

38.1%

33.8%

12.7%

7.4%

60.5%

53.3%

35.0%

22.3%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

児童手当，医療費助成などの経済的支援

育児休業など家庭と仕事を両立する雇用環境の整備

保育サービスの充実

小児医療の充実

子どもを犯罪，交通事故から守る

今回調査（平成30年度） 前回調査（平成26年度）
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(2) その他の主な調査結果 

ア ワーク・ライフ・バランスの取組についての認識（単数回答） 

【現状】 

【今後】 

イ ワーク・ライフ・バランスを推進する取組（複数回答） 

ウ ワーク・ライフ・バランスの実現のために，行政に希望すること（複数回答） 

52.9% 28.8% 13.5% 4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査（平成30年度）

取り組んでいる あまり取り組んでいない 全く取り組んでいない 無回答

27.9% 31.7%

2.9%

37.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査（平成30年度）

積極的に取り組むべき ある程度取り組むべき 現状のままで問題はない 無回答

63.6%

60.0%

49.1%

43.6%

38.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１日未満単位（半日，１時間単位等）での休暇取得など，

年次有給休暇取得促進のための措置

再雇用制度の導入

ノー残業デーの設定など時間外の勤務削減のための取組

完全週休２日制の導入

短時間勤務制度の導入

今回調査（平成30年度）

46.2%

44.2%

40.4%

32.7%

13.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保育所，学童保育，介護施設などの充実

ワーク・ライフ・バランスの推進するための法律や制度，

活用方法などに関する情報提供

市内事業所の取組事例の紹介，関連情報・ノウハウの提供

事業所向けの講習会の開催

ワーク・ライフ・バランスに関する相談窓口

今回調査（平成30年度）


